
【重要な会計方針】 

1. 運営費交付金収益の計上基準 

業務のための支出額を限度として収益化する方法（費用進行基準）を採用しております。 

 

2. 減価償却の会計処理方法 

有形固定資産 

定額法を採用しております。なお、主な固定資産の耐用年数については、以下のとおり

です。また、受託により取得した固定資産については、契約期間で償却しております。 

建物      ４～５０年 
建物付属設備  ２～２０年 
構築物     ２～２９年 
航空機        ５年 
車両運搬具   ２年 
工具器具備品  ２～１０年 
 

3. 退職手当に係る引当金及び見積額の計上基準 

役職員の退職手当については運営費交付金により財源措置がされておりますので、退

職手当に係る引当金の計上はしておりません。 
また、退職手当の見積額については、当研究所の退職給与規程に基づく自己都合によ

る期末要支給額の１００％相当額を貸借対照表の注記事項において表示し、退職手当の

増加額については行政サービス実施コスト計算書に計上しております。 

 

4. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

最終仕入原価法を採用しております。 

 

5. 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

(1) 国有財産無償使用の機会費用の計算方法 

当研究所では土地・工作物の無償使用をしており、機会費用の算出にあたっては国

有財産の一時使用料単価を参考にして、使用面積に応じた負担額を算出しております。 

 



(2) 政府出資等の機会費用計算に使用した利率 

機会費用の算定にあたっては、国債の利回りを参考に 0.7％としております。 

 

6. 重要なリース取引の処理方法 

重要なファイナンス・リース取引については通常の売買取引に準じた会計処理によっ

ております。 

 

7. 消費税等の会計処理方法 

  消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 

【重要な債務負担行為】 

    該当ありません。 

 

【重要な後発事象】 

    該当ありません。 



【貸借対照表関係の注記事項】 

運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額     ７１２,９２０,８１５円 

 

【損益計算書関係の注記事項】 

 「支払手数料」 

  当期より支払手数料については独立表示しました。なお、前年度は業務費中のその他の

業務費に 5,301,965円、一般管理費中のその他の一般管理費に 13,759,517円がそれぞれ含
まれております。 

 

 「過年度消耗品費，過年度物品受贈益」 

過年度において国から承継したｿﾌﾄｳｪｱを今年度において消耗品処理したものであります。 

 

【ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ計算書関係の注記事項】 

１.資金期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定                           ２０６,１２３,５７３円 
資金期末残高                          ２０６,１２３,５７３円 

 

２.重要な非資金取引 

過年度において国から承継したｿﾌﾄｳｪｱ         ２７８,３８１,３２１円 

 

【行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ計算書関係の注記事項】 

引当外退職手当の見積額が減少しているのは、期末の職員数が前年度末と比較して１名

少ないこと及び退職手当の支給対象とならない再任用職員が１名在籍していることによる

ものであります。 


